
 



■岩手県産業復興相談センターの相談受付状況

(平成23年10月7日～平成24年7月20日)

（件）

対応相談案件実件数 308

買取決定　※１ 12

債務の返済条件変更（減額や延長）等合意　※２ 8

35

従来型の再生支援を検討中　 1

窓口相談継続中（情報の収集・整理等）　※４ 55

窓口相談完了（助言を行い完結）　※５ 26

センターや各種制度の説明等で終了　※６ 171

※１ プレスリリース済の第１～１２号案件

※２ 債務の返済条件変更案件　７件　事業計画策定案件　１件（新規融資）

※３ 主に事業計画策定、不動産鑑定、債権者調整を実施中の案件

※４ （主な要因）

・事業者にて事業内容資料準備及び資金計画策定中

・事業者から当センターへ相談があったものの、事業計画策定に時間

　を要する（嵩上げ及び高台移転計画待ちの事業者を含む）

※５ 事業計画策定及び金融アドバイスにより借入金を新規に調達

もしくは返済条件を変更した案件

※６ メイン取引金融機関支援による再建案件及び廃業等再建断念案件を含む

買取・債務の返済条件変更に向けた検討・作業中　※３
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岩手産業復興機構による債権買取案件について 

 

 岩手県産業復興相談センターの要請に基づく岩手産業復興機構（以下、機構）の債権買取は下記

12件です。機構は、下記 12事業者について、既往債権者との間で債権譲渡契約を締結した後、被

災前から負っていた債務にかかる債権の買取等を行い、その元利金の返済を一定期間棚上げするこ

とによって財務内容の改善を図り、金融機関からの新たな資金調達を支援します。 

 

▽事業者の概要 

【平成 23年 11月 18日発表】 

○沿岸南部地域の老舗和菓子店（家族経営の個人事業）。店舗および工場が津波により流出し、

全壊。金融機関からの新たな資金調達を得て、24/4月に営業再開。 

【平成 24年 1月 30日発表】 

○沿岸地域の不動産賃貸・管理業者、小売業者。店舗の１階部分が津波により損壊。テナントが

営業停止に陥った。岩手県沿岸地区の商業施設の事業再生のために店舗等の新規設備投資に必

要な資金調達を行うために債権買取。23/12月に営業再開。 

【平成 24年 3月 30日発表】 

○沿岸南部地域の飲食業者。自宅兼店舗が流されたが、金融機関からの資金調達を得て、23/12

月に仮設店舗で営業を再開。 

○沿岸南部地域の衣料品小売業者。店舗罹災するも修繕し、23/8月に一部営業再開済。金融機関

からの資金調達を得て、24/6月に全面リニューアルオープン予定。 

○沿岸南部地域の自動車販売・整備業者。本社工場・営業所が罹災するとともに、車両(整備の

為に預かっていたものを含む)流出。金融機関からの資金調達を得て、営業再開済。 

○沿岸南部地域の飲食業者。店舗全壊したが、金融機関からの資金調達を得て、24/6月にリニュ

ーアルオープン予定。 

【平成 24年 5月 14日発表】 

○沿岸南部地域の食料品製造（水産加工）業者。本社、工場、在庫等が被災。金融機関からの資

金調達による修繕により 23年 8月に営業再開。 

○沿岸南部地域の運送業者。本社事務所、車両等が被災。金融機関からの資金調達を得て、新た

に土地建物を取得することにより、本格的な営業再開を図る予定。 

○沿岸北部地域の食料品製造（水産加工）業者。工場がほぼ全壊したため、金融機関からの資金

調達を得て、工場修復を図ることにより再生を目指す計画。 

○沿岸南部地域の食料品製造（水産加工）業者。本社、工場、機械等の大部分が被災。金融機関

からの資金調達を得て早期復旧を図ることにより、本格再生を目指す計画。 
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【平成 24年 6月 29日発表】 

○沿岸南部地域の食料品卸売業者。津波により本社事務所、工場、車両等流出したため、グルー

プ補助金及び金融機関からの資金調達を得て再建予定。 

○沿岸南部地域の食料品小売業者。テナント店舗に出店して販売を営むが、津波により半数以上

のテナント店舗、設備、商品在庫等が流出。金融機関からの資金調達を得て新規テナントを出

店していく予定。 

 

                                   以 上 



相談者概要(7月20日現在）

① 地域別
沿岸部の被災事業者が多い。実企業数308件のうち、大船渡市（95件、31%）、陸前高田市
(51件、17%）、釜石市（42件、14%）の順となっている。

② 業種別
相談件数は食料品製造業（水産加工業、水産食料品製造業）が58件、小売業52件、
飲食店29件の順となっている。

③ 規模
小規模事業者が5割以上を占めている。実企業数308件のうち小規模事業者は181件、
うち個人事業主は102件となっている。
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釜石市, 
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その他, 32, 10% 
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分類不能の産業 

その他サービス業 

自動車整備業 

生活関連サービス業・娯楽業 

飲食店 

宿泊業 

学術研究、専門・技術サービス業 

不動産業・物品賃貸業 

金融・保険業 

小売業 

卸売業 

運輸業 

情報通信業 

その他製造業 

食料品製造業 

建設業 

農林水産業(農業＋林業＋漁業） 

業種別受付案件 



※参考　　岩手県産業復興相談センターの活動状況
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沿岸部活動状況（四半期別訪問人数・件数） 

その他（説明会等） 

案件開拓 

案件訪問 

月別訪問件数（総

計のみ：右目盛） 

（人） 
（件） 

棒グラフ：月別訪問人

数（内訳別：左目盛） 

◎計数内訳

人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数
案件訪問 134 53 276 129 358 181 768 363
案件開拓 28 10 18 9 23 11 69 30
その他（説明会等） 54 12 86 31 42 16 182 59
合計 216 75 380 169 423 208 1,019 452
（注）センター職員が沿岸部に訪問した人数・件数。内訳は下記の通り。なお、10月の説明会3件は個別

      相談会も同日開催しているが、上表ではその他に計上。

　　　案件訪問・・・相談を受け付けた先やその債権者等に対して支援方法について打ち合わせするために訪問。

　　　案件開拓・・・相談ニーズ掘り起しのため、被災地での相談会開催あるいは直接事業者への聞き取りのため訪問。

      その他・・・・・説明会開催、支援機関との連絡会議、現地事務所への巡回のため訪問。

実稼働日数

訪問人数/実稼働日数

地区別

人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数
大船渡 71 26 105 49 135 71 311 146
陸前高田 8 3 38 16 49 26 95 45
釜石 57 20 68 29 54 27 179 76
大槌 20 8 46 19 31 15 97 42
宮古 29 8 40 18 83 36 152 62
山田 9 4 6 3 24 12 39 19
久慈 15 4 38 15 21 8 74 27
その他 7 2 39 20 28 14 74 36

57 61 62

3.8 6.2 6.8

180

5.7

23/10～12 24/1～3 24/4～6 累計

23/10～12 24/1～3 24/4～6 累計

23/10～12 24/1～3 24/4～6 累計


	01 対応方針.pdf
	02 【資料1】相談状況（7月20日時点）.pdf
	03 【資料2】債権買取案件.pdf
	04 【資料3】相談者概要（7月20日） (3).pdf
	05 【参考資料】沿岸部訪問数（6月末まで）.pdf

